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令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

国土交通省 第２次回答 

管理番号 296 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 運輸・交通 

提案事項（事項名） 

自家用自動車による貨物の有償運送期間の中山間地域における規制緩和 

提案団体 

鳥取県、滋賀県、堺市、兵庫県、神戸市、和歌山県、徳島県、中国地方知事会 

制度の所管･関係府省 

国土交通省 

求める措置の具体的内容 

現在、道路運送法第 78 条 3 項で認められている貨物の自家用有償運送は、都市部と地方では物流サービス

の持続可能性が異なるにも関わらず全国一律の基準で繁忙期のみ認められているが、これを中山間地におい

ては、地方公共団体が主宰する協議会等において、地域の物流サービスの確保のために必要である旨の協議

が整った場合には年間を通して認めていただきたい。 

具体的な支障事例 

現在、ドライバー不足により貨物の運送が困難になってきており、中山間地における配達は宅配事業者に負担

となってきている。 

そのような中、本県では、道路運送法第 78 条２項による市町村運営の有償運送において貨客混載を行い、集

落の拠点（公民館）まで配達し、拠点から各個人宅へは宅配事業者から委託を受けた当該地域の自治組織の

複数の世話人が各々が所有する車両を利用して配達する貨物の共助運送の仕組みを検討中である。 

この場合、現行の道路運送法では、普通車の場合、貨物運行管理に係る国家資格や最低保有台数５台以上等

の要件がある一般貨物自動車運送事業の許可が必要であり、現実的ではない。中山間地における宅配事業は

年間通じて困難な状況にあり、自治組織は年間通じて自家用車による貨物有償運送を行う必要があるため、こ

の規制緩和がなされなければ、仕組みが構築できない。 

このケース以外でも、近年、ネット通販の普及から宅急便の取り扱い個数は急伸しており、中山間地におけるサ

ービス低下も懸念されることから年間通じての貨物輸送の自家用運送が必要である。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

貨物の自家用有償運送を年間を通して認めてもらえると、トラック業界の運転手不足の問題が緩和される。 

また、現在検討している仕組みでは、宅配事業のラストワンマイルを地域自治組織が担うことになるため、人手

不足の構造的原因となっている再配達業務の緩和につながるとともに、自治組織としての収益事業が生まれ、

集落の自立性が高まり、持続可能な地域づくりに繋がる。これは道路運送法７８条３項に規定する「公共の福祉

を確保するためやむを得ない場合」に合致するものと思われる。 

根拠法令等 

道路運送法第 78 条 

年末年始及び夏季等繁忙期におけるトラック輸送対策について（自動車交通局貨物課長通知、国自貨第 91 号

平成 15 年２月 14 日、一部改正国自貨第 16 号平成 26 年６月９日） 
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追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

― 

― 

各府省からの第１次回答 

他人の需要に応じ、有償で、自動車を使用して貨物を運送する事業については、貨物自動車運送事業法におい

て、輸送の安全の確保及び利用者利益の保護の観点から、必要な許可や当該許可に係る要件等について定め

ているところ。 

ご提案の実情等は十分に把握する必要があると考えているところ、例えば、貨物軽自動車運送事業について

は、所定の届出を行うことにより軽自動車１台から事業を開始することが可能である。 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

現在、当県で取り組んでいる地域自治組織と連携した貨客混載の仕組みづくりは、物流業界の特に中山間地に

おける輸送力の確保（ドライバー不足が顕著、人口密度が低く配送非効率等）やトラックドライバーの働き方改

革及び生活交通の維持確保に対応するためのものであり、本提案は元々、地域自治組織内の輸送をより簡便

な方法で実施できるようにすることが必要という考え方から宅配事業者から貨物の自家用有償運送の範囲拡大

の提案を受けたもの。 

同時に、本提案は、貨客混載で自治組織に収益事業を生み出すことにより持続可能な地域を目指していくもの

である。そのため、いかに効率的に地域ぐるみで貨物輸送に取り組みやすい環境を整えるかが重要となってい

る。具体的には、地域内の安定した配送体制構築のために、可能な限り多くの地域住民を配達員として組織し

ておくことが望ましく、複数の世話人が各々の所有する自家用自動車を利用して配達可能にすることが必要であ

り、そのためには、普通車、軽自動車を問わず貨物輸送で年間を通じて利用可能なことが条件となる。なお、上

記のような持続可能な地域を目指していく活動は、国の進める小さな拠点づくりに資する取り組み（地域の収入

の確保のためのコミュニティビジネスの実施）であり、鳥取県では先行的に大山町をモデル地区として取り組み

を行い、他市町村へ地域の実情に応じた形で横展開を図っていく予定。 

輸送の安全の確保に関しては、現行制度でも繁忙期については認められている貨物の自家用有償運送の仕組

みの下で、運送需要者であるトラック事業者のサポートによって安全の確保が可能である。 

なお、普通車で貨物運送を行う一般貨物自動車運送事業では、以下の要件が必要であり、自治組織では実施

が困難である。 

・国家資格の自動車運送事業の貨物の運行管理者資格保有者が必要

・最低車両台数５台以上

・所要資金の確認 等

また、軽自動車で貨物運送を行う軽貨物事業者運送事業では、軽車両以外の車両が使用できず、自治組織内

の自動車保有状況に応じて事業が実施できないおそれがある。 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

― 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

地域住民の生活基盤を維持するためには、地域の実情に応じた公共交通体系について、地域において自ら考

え実行できる仕組みづくりが必要である。このため、地域公共交通会議で合意が得られた場合は自家用貨物有

償運送を認めるなど、地域の協議に基づき多様な地域交通を円滑に導入できるよう制度を整えるべきである。 

【全国市長会】 

提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

〇提案団体の実情の把握に当たっては、物流サービスの持続が困難な中山間地域の実情を適切に把握してい

ただきたい。 
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〇「公共の福祉を確保するためやむを得ない」場合の自家用自動車による有償運送の仕組みを定める道路運

送法第 78 条第３号においては、「地域又は期間を限定して」と規定されており、法律上、「期間」だけでなく「地

域」を限定した運用も想定していることから、現行の「繁忙期」に限らず、中山間地域等の一定の「地域」におい

て通年での利用を可能とする仕組みを検討すべきではないか。 

〇物流サービスの持続が困難な中山間地域の実情に鑑み、中山間地域等の一定の「地域」で、地方公共団体

が主宰する協議会等において地域の物流サービスの確保が困難な旨の協議が整った場合等には、道路運送

法第 78 条第３号の「地域」に該当するとして、許可制度の通年の利用を可能とする仕組みを検討すべきではな

いか。 

各府省からの第２次回答 

提案団体及び内閣府の取り計らいにより、９月 13 日付けで現地におけるヒアリングを実施し、地域の実情等に

ついて具体的に把握することとしている。当該ヒアリングの結果等を踏まえ、対応の方向性について検討する。 
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平成２９年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

国土交通省 最終的な調整結果 

 

管理番号 94 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 運輸・交通 

 

提案事項（事項名） 

乗用タクシーによる貨物の有償運送を可能とするための規制緩和 

 

提案団体 

鳥取県、中国地方知事会、滋賀県、京都府、兵庫県、和歌山県、徳島県、京都市、堺市 

 

制度の所管･関係府省 

国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

 既存の貨物自動車運送事業者だけでは当該地域内の住民に係る貨物運送サービスの維持・確保が困難な過

疎地域等において、当該地域の貨物自動車運送事業者の事業運営に支障がないと地域公共交通会議で認め

られ、協議が整った場合には、乗用タクシーにおいても少量貨物の有償運送を可能とする。 

 

具体的な支障事例 

 現在、中山間地では少子高齢化や人口減少が特に進んでいることから貨物や旅客の輸送量が限られており、

事業の経営が成り立ちにくく、事業者の営業サービスが低下してきている。 

 中山間地の住民が買い物をする場合、移動の困難である高齢者等が多いため自らが店舗に行くことも難しく、

また注文しても配送手段がないため必要な時に必要なものが直ぐに手に入らない状況で有り、日常生活に支障

をきたしている。 

 現行、一般乗合旅客自動車運送事業者、道路運送法第 78 条第３号に基づく許可を受けた自家用有償旅客運

送者及び地域公共交通再編実施計画に定められた地域公共交通再編事業に係る自家用有償旅客運送者にお

いては、少量貨物の有償運送を行うことが可能であるが、バス路線や自家用有償運送を行う団体がなく、乗用タ

クシーが住民の足となっているような過疎地域など、地域によってはカバーできない場所もあり、地域の実情に

応じたより弾力的な仕組みを構築する必要があると考える。 

 また、一般乗合旅客自動車運送事業者又は自家用有償旅客運送者により貨物の有償輸送が行われていても

バス待合所等の荷物集積所まで荷物を取りに行き、自宅までこれを運ばなければならず、高齢者等にとっては

かなりの重労働になる場合もあると考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

 地域の実情に応じて弾力的に貨客混載が行うことが可能となり、過疎地域における人流・物流サービスの持

続可能性を確保できる。 

 また、従来の自動車運送事業のあり方とは異なる新しい事業展開を可能とし、その生産性向上を図っていくこ

とが期待されるとともに、生産性の向上により収益の向上が見込め、過疎地域における乗用タクシーの経営維

持に繋がり、過疎地域の交通の足が確保される。 

 

根拠法令等 

道路運送法第 78 条第３号、第 82 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 
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伊豆の国市 

 

○定期運行するバス事業では、全国的に社会実験等により、規制緩和や導入に向けた動きがある。タクシー

は、不定期的な運行形態となるため、効率的な運行が求められる。また、料金設定や支払い方法、不在対応等

についても協議を有する。地域のタクシー事業者の協力と理解が必要となる。地域公共交通会議での協議が必

要と思われる。 

○市街地では宅配業者等により一日複数回荷物配送されるが、中山間地では一日一回しか配送されない地域

もある。営業所の荷物受取のタイミングによっては翌日配送となることもあり、荷物の配達が遅れている地域が

ある。また、人口減少等によりタクシー利用者の減少により、地域によってはタクシー会社が撤退し、営業所のな

い自治体もあり、タクシーが移動手段となっている住民に影響が生じている。 

 

各府省からの第１次回答 

 自動車運送業の担い手を確保するとともに、人口減少に伴う輸送需要の減少が深刻な課題となっている過疎

地域において人流・物流サービスの持続可能性を確保するため、自動車運送事業者が旅客又は貨物の運送に

特化してきた従来のあり方を転換し、輸送の安全を確保する観点から旅客自動車運送事業及び貨物自動車運

送事業の許可をそれぞれ取得した場合には、一定の条件のもとで、御提案の過疎地域におけるタクシー車両を

用いた貨物運送を行うことを可能とするための措置を講ずることを検討しているところ、平成 29 年６月末より意

見公募手続を開始しており、９月に許可の申請受付を開始する予定である。 

 今回措置を講ずることを検討している過疎地域における取組以外の御提案のような措置については、輸送の

安全の確保や利用者の利益の保護の観点も踏まえつつ検討する必要があるところであり、その検討にあたって

は上記措置の実施状況や関係者の意見を踏まえる必要があるところ。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

 今回の第 1 次回答による制度が実施されれば、貨物や旅客の輸送量が限られている過疎地域において、当

該地域内の住民に係る貨物輸送サービスを維持・確保する新たな方法が創設されることとなり、本県等が提案

していた内容が満たされることとなる。 

 一方で、平成２９年８月７日付けで国土交通省より発出された通達によると、貨客混載が可能な対象地域は、

過疎地域自立促進特別措置法（以下、「過疎法」という。）で規定する過疎地域（同法第２条第１項及び第 33 条

の地域）であって、人口が３万人に満たないものとされている。 

 市町村合併により合併する前より市町村の面積は広くなっており、一つの市町村内でも地域により貨物・旅客

の輸送量や輸送手段には大きな差異があることから、当面の実施状況や関係者の意見を踏まえた上で、今後、

適用を「過疎地域等」とし、過疎法で規定する過疎地域に加え、各地方公共団体が規定する中山間地域の区域

も対象地域にすべきと考える。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○措置の対象となる「過疎地域」の定義について、通達では「過疎地域自立促進特別措置法第２条第１項に規

定する過疎地域又は同法第 33 条の規定により過疎地域とみなされた区域であって、人口が３万人に満たない

もの」としているが、これでは実態として既存の貨物自動車運送事業者だけでは物流サービスの維持・確保が困

難となっている地域が対象とならないおそれがある。 

 通達における「過疎地域」に加え、例えば、地域公共交通会議において貨物自動車運送事業者等も含めた合

意が得られた地域や特定農山村地域等も対象として認められるようにするなど、地域の実情を踏まえた対応を

行えるような仕組みにすべきではないか。 

○直ちに見直すことが難しいとすれば、当面の実施状況を検証し、その結果を踏まえて、対象地域の拡大や地
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域の実情に応じた柔軟な許可等について改めて検討すべきではないか。 

 

各府省からの第２次回答 

 御提案のような地域を対象地域とすべきかどうかについては、輸送の安全の確保や利用者の利益の保護の

観点を踏まえ検討する必要があるが、過疎地域におけるタクシー車両を用いた貨物運送は、９月１日より申請の

受付を開始したばかりであり、これから実際に事業が実施される際にどのような問題が生じるかを十分に検証す

る必要があるため、対象地域について直ちに見直すことは難しい。今後、このような検証に加え、関係者の意見

も踏まえつつ、御提案のような地域を対象地域とすべきかどうか検討を行ってまいりたい。 

 

平成 29 年の地方からの提案等に関する対応方針（平成 29 年 12 月 26 日閣議決定）記載内容 

６【国土交通省】 

（10）道路運送法（昭 26 法 183）及び貨物自動車運送事業法（平元法 83） 

（ⅰ）過疎地域におけるタクシー車両を用いた一般貨物自動車運送事業については、平成 29 年９月１日から許

可の申請を受け付ける旨を地方公共団体に周知する。 

 ［措置済み（平成 29 年８月７日付け国土交通省自動車局長通知）］ 

（ⅱ）一般貨物自動車運送事業の許可を取得してタクシー車両により貨物運送を行うことができる区域について

は、発地又は着地が過疎地域自立促進特別措置法（平 12 法 15）２条１項に規定する過疎地域又は同法 33 条

の規定により過疎地域とみなされた区域であって、人口が３万人に満たないものとしているが、輸送の安全の確

保や利用者利益の保護が損なわれることがないかという観点から、当該区域における実施状況を検証するとと

もに、地方公共団体、貨物自動車運送事業者等の関係者の意見も踏まえ、その対象となる過疎地域の範囲の

拡大について検討し、平成 31 年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 
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令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

総務省、国土交通省 第２次回答 

管理番号 287 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 土木・建築 

提案事項（事項名） 

未登記の空き家に係る不動産登記法の表題部記載事項（面積、建築年、建物図面等）等に相当する固定資産

税情報の調査権限の付与 

提案団体 

羽島市 

制度の所管･関係府省 

総務省、国土交通省 

求める措置の具体的内容 

未登記の空き家について、固定資産税の課税情報のうち、不動産登記法の表題部記載事項（面積、建築年、建

物図面等）などに相当する情報の調査権限を与えて欲しい。 

具体的な支障事例 

問題となっている空き家の多くは未登記であり、構造や面積、建築年数を把握する術がない。法及び平成 27 年

２月 26 日付け国住備第 943 号・総行地第 25 号により、空き家の情報については、固定資産税の課税情報のう

ち、所有者情報に限られており、課税情報からも空き家の属性を知ることはできない。現行法では特定空家等の

措置のための立入調査により、これらを把握する仕組みとなっている。所有者の同意が得られれば課税情報の

閲覧が可能になるとはいえ、必ずしも所有者の同意が得られるとも限らず、昨今の相続放棄が進む状況下で

は、空き家の所有者が当該家屋に詳しいとも限らない。 

特定空家等に至らない予備軍への適正管理の助言・指導をしているが、空き家の属性が分からないままに所有

者と相談を行っても、解体や利活用の具体的な提案が難しいため、助言・指導がスムーズに進まない状況となっ

ている。 

こうしたことから、不動産登記法にて義務付けられている表題登記を、所有者が申請していない事実を鑑み、当

市の空家等対策条例の制定過程で所有者情報以外の情報利用について条文を盛り込もうとしたが、空家等対

策推進協議会の弁護士及び市顧問弁護士より、前述の通知に「空家等の所有者（納税義務者）又は必要な場

合における納税管理人の氏名又は名称並びに住所及び電話番号といった事項に限られる。」と明記されている

ことを前提に、法に違反するため不採用となった経緯がある。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

特定空家等に至らない予備軍の所有者への助言・指導を円滑に行うことが可能となり、空き家等の適正管理の

促進に繋がる。 

根拠法令等 

空家等対策の推進に関する特別措置法 

固定資産税の課税のために利用する目的で保有する空家等の所有者に関する情報の内部利用等について（平

成 27 年２月 26 日付け国住備第 943 号・総行地第 25 号） 
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追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

須賀川市、ひたちなか市、三鷹市、川崎市、多治見市、京都市、米子市、大村市、宮崎市 

○未登記家屋の情報は、例えば、床面積・建物図面によって解体費用を概算することができ、指導の際の具体

的な提案に繋げることができる。また、建築年によって外観からは見えない部分の工法を推測することができ、

危険性の判断に有効な情報となる。

○同様の事案について、本市でも対応に苦慮しており、結果的に問題早期解決の妨げになっている。

外観調査だけでは建物属性の情報が乏しく、空き家の利活用に向けた指導の判断材料としても固定資産税の

所有者の情報は有効である。

課税情報のうち、不動産登記法の表題部記載事項（面積、建築年、建物図面等）などに相当する情報の調査権

限の付与について賛同する。

○未登記家屋に係る所有者の特定については、固定資産税の課税情報が有力な手がかりとなるが、固定資産

の評価に係る情報について、現法では明確に調査権が与えられていない。推定される所有者が既に亡くなって

おり、相続人が何代にも渡る場合など、所有者を特定するのが困難である。 こうしたことから、未登記の空き家

について、固定資産税の課税情報のうち、不動産登記法の表題部記載事項（面積、建築年、建物図面等）など

に相当する情報の調査権限を法で明確化することが空き家対策に有効であるため。

各府省からの第１次回答 

【総務省】 

私人に係る地方税情報については、当該私人の秘密を保護するため、地方税法第 22 条に基づく守秘義務が

課されている。 

空家等対策の推進に関する特別措置法においては、空家の適切な管理を進めるために「この法律の施行のた

めに必要な限度」において「氏名その他の空家等の所有者等に関する」情報の内部利用が可能とされている。 

これは、空家対策を効果的に実施する上で所有者等に関する情報の重要性が高い一方で、現況が空家でその

把握が難しく、また代替手段に乏しいという観点から、不明である所有者等に関する情報を提供する公益性に

鑑みて、例外的に措置したものであり、対象も所有者等に関する情報に限定しているところ。 

ご提案の情報については、所有者に直接確認する方法のほか、本人同意が無い場合であっても、立入調査に

より外形的に確認することも可能であり、代替手段が考えられる中で、具体的に法の施行にどの程度支障を生

じているか、まずは関係省庁において実態を把握していただく必要があると考えている。 

【国土交通省】 

ご提案のような固定資産税に係る情報の内部利用が可能であるかについては、固定資産税を所管する総務省

の見解次第ではあるが、そもそも空き家の中で未登記建築物がどれほど多いか不明であること、また、空き家

の面積等がわかることが空き家の除却や活用の具体的提案につながることの関係性が不透明であり、ご提案

を実現した際の効果は疑問である。 

そのため、まずは未登記建築物の存在がどれほど空き家対策を進める上で支障となっているか、また、空き家

の除却や活用の提案にあたり、空き家の面積等が判明したことでどのように除却や活用に結びついたか実際の

事例を交えて詳細をご説明いただかなければ本提案の必要性について理解が進まないところであるが、いずれ

にしても、除却や活用に関する目安をつかむにあたり、必ずしも厳密な面積等が必要であるとは考えられず、外

見で判断するなど簡易な代替手段があると思われる。 

また、仮に厳密な面積等が極めて有用なケースがあるとしても、提案主体が述べているとおり所有者の同意を

得て固定資産税情報を閲覧するという方法（提案主体は、同意が得られるか不明とするが、そうした同意も得ら

れないケースで、その後除却や活用に向けた積極的な話し合いが進むとも思えず、所有者に対する積極的なア

プローチを目的とした本提案のような場面においては、その前段として固定資産税情報閲覧の同意を得られる

ようにすべきと考えられる。）や、空家等対策の推進に関する特別措置法第 14 条第１項から第３項までの規定

を施行するためであれば、「空家等」に対して立入調査を行うという方法も考えられる。 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

全体の家屋に占める未登記建築物の割合や、空き家の除却や活用にあたってどのような情報が有用かというこ

とについては、本市の事例は具体的な支障事例欄や提案団体ヒアリングにてお示ししたとおりである。本市にお

いて、空き家に占める未登記建築物の割合自体は把握していないが、全体の家屋のうち６割近くが未登記であ

ることは把握しており、空き家全体に占める未登記空き家の割合も高いものと考えられる。また、空き家の属性

情報が空き家の活用に繋がった本市の事例として、固定資産税の相続人代表者が適正管理していない空き家
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において、他の相続人に管理依頼をし、その者が当該空家等の資産価値を認識し、売却に至ったケースがあ

り、その相続人から、「市から評価額や具体的な空き家の情報を当初から提示されれば、動く相続人は多いと思

う。」との意見があった。 

また、私人保護の観点に立てば、所有者の氏名やその住所等の連絡先情報の方が、空き家に関する物件情報

よりも機密性が高いと考えられ、前者の内部利用規定を設けることが可能であれば、後者の内部利用規定を設

けることも可能ではないか（現に地方税法第 382 条の２及び同法施行令第 52 条の 14 に基づく固定資産課税

台帳の閲覧や、地方税法第 416 条の規定による家屋価格等縦覧簿の縦覧の制度があるところであり、物件情

報は比較的機密性が低い。）。 

さらに、総務省及び国土交通省の回答において、代替手段が他に考えられるとの指摘があるが、所有者情報と

物件情報において、情報の重要性・把握の困難性・代替手段の乏しさ及び情報提供の公益性について、差異は

ないと考えられる。 

所有者同意を得ることについては、ヒアリングでもお示ししたとおり、事例は限りなく少ない。本提案の趣旨が所

有者に接触する前段階で空家等対策部局において空き家の属性に関する情報を把握したうえで、所有者との

相談に臨み、助言・指導を適切に行っていきたいというものであることに鑑みれば、所有者に接触したうえで同

意を得ることでは提案の趣旨を達成できない。 

「立入検査」については、空家法上、適正に管理されない空家等が特定空家等として助言・指導していく過程に

対してのみ認められているところ、本提案は、今後ますます増加していく空き家を特定空家等に移行する前段階

で適切に管理等できるようにしたいという趣旨のものであるため、代替手段として立入検査があるというご指摘

は当たらない。 

外見から判断することについては、建築年等の情報は外見から判断することができないばかりか、外見のみか

ら推測しようとすると、不適切な結論を導いてしまう可能性もある。なお、国土交通省の公表しているガイドライン

には、「民間事業者等が（空き家の）利活用可能かどうかを判断する際の材料となる情報の例」として、建物面積

や建築時期等がリストアップされているところである。 

なお、守秘義務の対象となる税務関係情報について、他の行政機関から法令の規定に基づき情報提供を求め

られた場合には、「事案の重要性や緊急性、代替手段の有無（中略）等を総合的に勘案し」必要な範囲内で情報

の提供に応じることが適当である（『地方税法逐条解説』より）とされているが、この解釈が地方公共団体内の他

部局からの請求についても適用されるとすれば、あくまで代替手段の有無は勘案されるべき要素の一つでしか

ないのではないか。 

なお、平成 27 年６月 10 日午後２時より国土交通省が名古屋合同庁舎において開催した空家等対策特別措置

法説明会に出席した際、当市から、「固定資産税情報のうち、何故、所有者の氏名、住所、連絡先しか情報提供

を受けられないのか。」といった本提案に係る質問をしたが、国土交通省担当者より、「国交省としては、情報の

種別を特に限定せず固定資産税情報の提供を受けられるよう総務省に協議した。しかしながら、総務省が、物

件情報は立入調査で把握できることを理由に、所有者情報しか提供を認めなかった」と回答があった。その際に

も、建築年や構造は立ち入り調査で判明しない旨を説明したところである。国土交通省は、２次回答の作成に当

たっては、当時の議論を踏まえた上で検討いただきたい。 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

【米子市】 

本市においては、現在固定資産課税台帳に登録されている家屋のうち、23.57％が未登記家屋である。 

例えば、敷地内に複数の未登記の空き家が存する場合、固定資産課税情報の利用により所有者を探索しても、

固定資産課税情報の建物図面と実際の建物の形状とを照合しなければ、所有者の「特定」には至らない。そも

そも所有者が特定できなければ、適切な助言を行うことができないため、建物図面等について調査権限を付与

することは空き家対策を推進する上で有効であると考える。 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

【全国町村会】 

提案団体の意見を十分に尊重し、積極的に検討していただきたい。 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○１次ヒアリングにおける国土交通省からの回答にあるように、空家の利活用の検討に当たって、現況を踏まえ

た不動産業者や解体業者等の助言を活用するとしても、費用を要するものであり、提案団体においては、これま
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での空家対策の実務の経験から、市町村が、所有者に接触する前段階で空家の属性に関する情報を把握した

上で、所有者との相談に臨み、助言・指導を適切に行うことが重要であると考えており、こういった市町村の現場

の実情に基づくニーズに対応する方策を検討すべきではないか。 

○空家の適正な管理のためには、立入調査の対象となる特定空家に移行する前段階から利活用の方策を検討

することが重要であることに鑑み、空家の属性に関する情報の円滑な取得が可能となるよう、所有者情報以外

の固定資産税情報の内部利用を可能とすべきではないか。

各府省からの第２次回答 

ご提案の趣旨は、特定空家等に至らないように予防的観点で空家等対策を講じることの重要性を認識し、初期

の接触の段階で空家等の所有者の関心を引くために、固定資産税情報を用いたいということだと思われる。 

予防的観点で空家等対策を行うことは望ましいとは思うが、所有者の関心を引くために、本人の同意もなく、固

定資産税情報上の正確なデータを必ず用いなければならないということではないのではないか。 

例えば、所有者の関心を引く取組として、固定資産税納税通知書に空家等への対応を促す書面を同封したり、

放置し続けることのデメリットとして近隣に迷惑をかければ損害賠償請求を受ける可能性があることに言及して

いる市区町村があることも把握している。 

そのため、ご提案を実現すること自体は困難であるが、他の市町村において対策の初期段階で所有者の関心

を引くために行っている取組事例については調査の上、周知することとしたい。 

通番20

10



令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

内閣府、厚生労働省 第２次回答 

管理番号 23 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

提案事項（事項名） 

特定地域型保育事業の確認の効力の拡大について 

提案団体 

豊中市 

制度の所管･関係府省 

内閣府、厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

特定教育・保育施設の確認と同様に、特定地域型保育事業の確認の効力が全国に及ぶよう制度の改正を求め

る。 

具体的な支障事例 

本市及びその周辺の市町村においては、各市町村の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域

型保育事業についても、居住する市町村の区域外での利用が一般的に行われている。 

現行では、地域型保育事業の確認の効力が確認を行う市町村の区域に限定されていることから、広域的な利

用を行う場合には、他自治体との同意を得る必要がある。そのため、本市で事業所内保育を実施している事業

所に、本市以外に居住している従業員で事業所内保育を利用している人が複数人いた場合、当該事業者がそ

の従業員が居住している全ての自治体に確認申請を行う。それを受け各自治体が当該事業者が所在する市町

村から確認について同意を得て、当該事業者を確認する必要がある。これら事務は、事業者にとっても自治体

職員にとっても大きな負担となっている。 

また、事業所内保育事業については事務負担を考慮され通知により簡便な方法も示されているが、他自治体と

のやり取りなどの事務が煩雑である。通知による簡便な方法を実施したとしても、各市町村と調整の上、同意を

不要とする旨の協定書を作成し、確認申請書類を各市町村へ送付する事務等が発生し、市町村間での調整業

務（協定書の内容についての確認、修正等）が大きな事務負担となっている。 

あわせて、事業所内保育事業だけでなく、利用調整により本市の児童が他市の小規模保育事業を利用する事

例もあり、同様の事象が発生している。また、本市の児童が他市の施設を利用する際、その他市の施設が地域

型保育事業に該当する施設なのか、その市と同意を不要とする旨の協定書を作成しているかをその都度確認

する必要があり大きな事務負担となっている。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

特定教育・保育施設に係る確認事務と同様に、全国で確認の効力が及ぶことで、職員の事務負担を軽減すると

ともに、利用者が利用しやすい地域型保育事業をめざす。 

なお、広域利用の場合は、他市町村に利用調整を依頼することになるため、住民が利用している施設は容易に

把握でき、給付を支払う場合には、必ず事業者または市町村から請求があるため、支給漏れ等が起こることは

ないため、特定地域型保育事業者の確認の効力を全国に及ぶこととしたとしても、制度上新たな支障は生じな

いものと考える。 

根拠法令等 

子ども・子育て支援法 31 条・43 条、子ども・子育て支援法に基づく支給認定等並びに特定教育・保育施設及び
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特定地域型保育事業者の確認に係る留意事項について、子ども・子育て支援新制度における事業所内保育事

業所の運用上の取り扱いについて 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

川崎市、豊田市、大阪府、大阪市、池田市、吹田市、高槻市、富田林市、米子市、広島市、松山市、熊本市 

 

○当市及びその周辺の市町では、各市町の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域型保育事

業についても、居住する市町の区域外での利用が一般的に行われている。現行では、地域型保育事業の確認

の効力が確認を行う市町村の区域に限定されていることから、広域的な利用を行う場合には、他自治体との同

意を得る必要がある。当市は事業者の事務負担の軽減が議会質問等様々な機会を通じ、要望されており、通知

による簡便な方法を実施しているが、各市町と調整の上、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請書

類を各市町と受送付する事務等が発生し、市町間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が事

務負担となっている。先般、子ども・子育て支援法の改正があり、「特定子ども・子育て支援施設等の確認」が追

加されたが、これに関して他自治体の同意の必要性が無く理解に苦しんでいる。 

○広域利用の場合、少人数の児童のためでも、施設要件を確認する手続きが必要になるため、園に対する事

務負担は増大する。 

○当市において、現在まで、地域型保育事業の広域利用はないものの、発生した場合の事務負担に鑑み必要

と考える。 

○広域利用の場合は、他市町村に利用調整を依頼することになるため、住民が利用している施設は容易に把

握でき、給付を支払う場合には、必ず事業者または市町村から請求があるため、支給漏れ等が起こることはな

いため、特定地域型保育事業者の確認の効力を全国に及ぶこととしたとしても、制度上新たな支障は生じない

ものと考える。 

○事業所内保育事業について、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請書類を各市町村へ送付する

事務等が発生し、市町村間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が煩雑である。 

○地域型保育事業に係る確認については、いわゆる「みなし確認」等により手続きが簡略化されているものの、

当市においても一定数の件数が発生しており、また事業所への説明や書類提出を促す作業量も含めた場合に

は事務負担の増加につながっている。特定教育保育施設と特定地域型保育事業における確認の性質が異なる

ことは理解しているが、確認の効力が全国に及ぶこととなった場合には事務の効率化に寄与するものと考える。 

○特定教育・保育施設と特定地域型保育事業で確認の効力の範囲に差を設ける必要性があると感じたことが

なく、事務負担の軽減の観点から見直しをお願いしたい。 

○当市においても広域的な利用を行う場合、同意書を取得しており、事務負担となっている。 

 

各府省からの第１次回答 

地域型保育事業は、本来、都市部や離島・へき地など、それぞれの地域の実情に応じて生じているニーズにき

め細かく個別に対応する性格のものであり、広域的な利用を念頭に置いていないことから、地域型保育事業者

の確認に係る効力については、当該確認をする市町村長がその長である市町村の区域に住所を有する者に限

られている。これにより、事業所の所在地市町村の域外の住民が利用する場合に、市町村の調整等が行われ

ることが制度的に担保されている。 

ご提案については、このような地域型保育事業の本来の趣旨を十分に踏まえて、慎重に検討すべきと考えてい

る。 

なお、本規定に基づき必要な手続については、「子ども・子育て支援新制度における事業所内保育事業所の運

用上の取扱いについて」等により、従来から事務の簡素化を図ってきたところである。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

地域型保育事業の広域利用にあたっては、従前より通知にて取扱いが示されているとおり、どの施設類型にお

いても市町村間の調整を経ることから、結果として確認や同意に寄らずとも利用不可の決定は可能となってい

る。つまり、確認の効力の範囲を当該市町村に限定することで地域の実情に応じたきめ細やかなニーズ対応を

担保しているとは考えにくい。また、確認の効力を拡大した場合でも、その取り扱いは特定教育・保育施設と同

様なため、本提案の実現による新たな支障は生じないと考える。 

確認の効力を拡大することは、広域利用という現在ニーズに柔軟に対応するもので、地域型保育事業が「地域

の実情に応じて生じているニーズにきめ細かく対応する」という点に照らして、事業の本来の性格を逸脱するも
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のではなく、逆に、より地域の実情をとらえた運用であり、地域型保育事業に関する全国の市町村や各事業者

の事務効率化につながる効果的措置であると考える。 

また、従来から事務の簡素化を図ってきたとのことであるが、お示しいただいた通知の対象は事業所内保育事

業の従業員枠のみと限定的で、地域枠は対象外であるとともに、広域利用され、数が増加している小規模保育

事業も対象外のため十分な簡素化とはいえない。なお、従業員枠の確認を簡素化が可能な取扱いにて行うとし

ても、同意通知作成のための市町村間での調整業務や確認申請、確認といった手続きは残るため、主要な事

務の負担軽減に資する簡素化ではない。 

本提案は、地域型保育事業の意義や基準、運営などに変更を生じるものではなく、本来の事業趣旨、性格は踏

襲され、保育の質の低下を招くものではないと考える。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

【松山市】 

従来から事務の簡素化を図られた経緯はあるが、広域的な利用を念頭に置いていなかったことから実態とかい

離したのであり、現場では広域の利用調整が行われている実態がある。「特定子ども・子育て支援施設等の確

認」については、より地域の実情に応じて生じている状況だが、確認の効力が全国に及んでいる。 

教育・保育の無償化による莫大な事務負担も抱え、より現場に沿った運用となるべく「特定子ども・子育て支援施

設等の確認」と同様の措置を求める。 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○現状でも、地域型保育事業者に対する事業者所在市町村以外の市町村が行う「確認」（その前段の「同意」を

含む。以下同じ。）が行われる前に、市町村間の調整は利用調整の過程で十分行われているところである。その

上で当該「確認」事務を廃止した場合に生じる具体的な支障があればお示しいただきたい。支障がないのであれ

ば、廃止に向けた検討をするべきではないか。 

○子ども・子育て会議において、地域型保育事業者に対する事業者所在市町村以外の市町村が行う「確認」を

廃止することについて、早期に具体的に議論いただきたい。 

 

各府省からの第２次回答 

地域の実情に応じて生じているニーズにきめ細かく個別に対応するという地域型保育事業の性格や、これまで

の事務の簡素化の状況を踏まえつつ、更なる負担軽減の必要性、方策等について検討する。 
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令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣府、厚生労働省 第２次回答 

 

管理番号 117 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

地域型保育事業の確認の効力の制限の廃止 

 

提案団体 

堺市、滋賀県、京都府、京都市、大阪府、大阪市、兵庫県、神戸市、和歌山県、鳥取県、徳島県、関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

地域型保育事業の確認の効力について、特定教育・保育施設型と同様、施設の所在市町村が確認を行うことで

無条件で全国に効力を有するよう措置をされたい。 

 

具体的な支障事例 

子ども・子育て支援法においては、児童が居住市町村外の地域型保育事業（小規模保育事業、家庭的保育事

業、事業所内保育事業など）を利用するには、居住地の市町村が、事前に施設の所在市町村の同意を得たうえ

で、当該施設要件等の確認（法第 43 条）を行う必要がある。 

しかしながら、実際の利用決定は、それぞれの市町村の利用調整の担当者の間で調整し決定しており、利用の

決定後、利用開始前までの間に、上記の同意や確認を行う必要があるが、利用決定を追認する形となり、形骸

化している。 

本市及びその周辺の市町村においては、各市町村の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域

型保育事業についても、居住する市町村の区域外での利用も行われていることから、同意や確認については事

務的に煩雑であり、事業者や市町村の負担となっている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

形骸化している市町村間の同意や確認についての事務負担を軽減することができる。また、施設にとって、手続

きの簡素化を図り、利便性の向上が見込まれる。 

なお、地域型保育事業の広域利用の手続きは、教育・保育施設と同様に、居住地の市町村と施設所在の市町

村間で行うものであるため、支給認定漏れや給付漏れといった新たな支障は生じないものと考える。 

 

根拠法令等 

子ども・子育て支援法 31 条、43 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

川崎市、豊田市、池田市、吹田市、高槻市、富田林市、東大阪市、南あわじ市、米子市、広島市、松山市、熊本

市 

 

○市町村間の同意が形骸化しているが、同意書の内容を市町村間で調整するなど煩雑な事務手続きが市町村

の負担となっている。 

○当市及びその周辺の市町では、各市町の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域型保育事
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業についても、居住する市町の区域外での利用が一般的に行われている。現行では、地域型保育事業の確認

の効力が確認を行う市町村の区域に限定されていることから、広域的な利用を行う場合には、他自治体との同

意を得る必要がある。当市は事業者の事務負担の軽減が議会質問等様々な機会を通じて、要望されており、通

知による簡便な方法を実施しているが、各市町と調整の上、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請

書類を各市町と受送付する事務等が発生し、市町間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が

事務負担となっている。先般、子ども・子育て支援法の改正があり、「特定子ども・子育て支援施設等の確認」が

追加されたが、これに関して他自治体の同意の必要性が無く理解に苦しんでいる。 

○広域利用の場合、少人数の児童のためでも、施設要件を確認する手続きが必要になるため、園に対する事

務負担は増大する。 

○当市において、現在まで、地域型保育事業の広域利用はないものの、発生した場合の事務負担に鑑み必要

と考える。 

○広域利用の場合は、他市町村に利用調整を依頼することになるため、住民が利用している施設は容易に把

握でき、給付を支払う場合には、必ず事業者または市町村から請求があるため、支給漏れ等が起こることはな

いため、特定地域型保育事業者の確認の効力を全国に及ぶこととしたとしても、制度上新たな支障は生じない

ものと考える。また、利用の決定後、利用開始前までの間に、同意や確認を行う必要があるが、実際にはその期

間での確認を行うことは困難で利用決定を追認する形となり、形骸化している。 

○事業所内保育事業について、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請書類を各市町村へ送付する

事務等が発生し、市町村間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が煩雑である。 

○地域型保育事業に係る確認については、いわゆる「みなし確認」等により手続きが簡略化されているものの、

当市においても一定数の件数が発生しており、また事業所への説明や書類提出を促す作業量も含めた場合に

は事務負担の増加につながっている。特定教育保育施設と特定地域型保育事業における確認の性質が異なる

ことは理解しているが、確認の効力が全国に及ぶこととなった場合には事務の効率化に寄与するものと考える。 

○特定教育・保育施設と特定地域型保育事業で確認の効力の範囲に差を設ける必要性があると感じたことが

なく、事務負担の軽減の観点から見直しをお願いしたい。 

○形骸化している事務処理であり，利用決定を追認する形となっているが，事務処理が煩雑であり，処理に時

間を要するなど，負担となっており，提案事項で掲げられている見直しが必要である。 

○当市においても広域的な利用を行う場合、同意書を取得しており、事務負担となっている。 

 

各府省からの第１次回答 

地域型保育事業は、本来、都市部や離島・へき地など、それぞれの地域の実情に応じて生じているニーズにき

め細かく個別に対応する性格のものであり、広域的な利用を念頭に置いていないことから、地域型保育事業者

の確認に係る効力については、当該確認をする市町村長がその長である市町村の区域に住所を有する者に限

られている。これにより、事業所の所在地市町村の域外の住民が利用する場合に、市町村の調整等が行われ

ることが制度的に担保されている。 

ご提案については、このような地域型保育事業の本来の趣旨を十分に踏まえて、慎重に検討すべきと考えてい

る。 

なお、本規定に基づき必要な手続については、「子ども・子育て支援新制度における事業所内保育事業所の運

用上の取扱いについて」等により、従来から事務の簡素化を図ってきたところである。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

市町村における利用調整においては、従来から地域型保育事業に限らず、それぞれの地域の実情に応じて生

じているニーズにきめ細かく個別に対応しているところである。 

そのうえで、広域利用の希望が発生した場合は、児童福祉法第 56 条の６第１項に基づき、保育の利用等が適

切に行われるように、当該市町村間において相互に連絡及び調整を図っているところである。 

児童福祉法第 24 条において、市町村は、当該市町村内に居住し保育を必要とする子どもに対して保育を提供

する義務を負っているため、他市町村に居住する子どもの利用に関する優先度については、その地域の待機児

童の発生状況や保育施設の利用状況を踏まえた取扱いをする必要がある。そのため、当該保護者の保育の必

要度も踏まえたうえで、他市町村の子どもの利用をお断りするケースは、現在の保育所の広域利用においても

発生している。 

こうした中で、保護者が他市町村の地域型保育事業を希望した場合に、「地域の実情に応じて利用をお断りする

こと」は、「確認」、「同意」に依らずとも可能であること、また、特定教育・保育施設においても、地域の実情に応

じて広域利用の調整を行うことができていることから、地域型保育事業について、特定教育・保育施設と同様、

全国に効力を有することとしても、何ら支障は生じないと考える。 
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また、簡素化規定については、なおも、協議書の作成や公示、都道府県への届出、事業者における確認申請な

どが必要となっており、市町村・事業者にとって負担が生じるものとなっている。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

【松山市】 

従来から事務の簡素化を図られた経緯はあるが、広域的な利用を念頭に置いていなかったことから実態とかい

離したのであり、現場では広域の利用調整が行われている実態がある。「特定子ども・子育て支援施設等の確

認」については、より地域の実情に応じて生じている状況だが、確認の効力が全国に及んでいる。 

教育・保育の無償化による莫大な事務負担も抱え、より現場に沿った運用となるべく「特定子ども・子育て支援施

設等の確認」と同様の措置を求める。 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○現状でも、地域型保育事業者に対する事業者所在市町村以外の市町村が行う「確認」（その前段の「同意」を

含む。以下同じ。）が行われる前に、市町村間の調整は利用調整の過程で十分行われているところである。その

上で当該「確認」事務を廃止した場合に生じる具体的な支障があればお示しいただきたい。支障がないのであれ

ば、廃止に向けた検討をするべきではないか。 

○子ども・子育て会議において、地域型保育事業者に対する事業者所在市町村以外の市町村が行う「確認」を

廃止することについて、早期に具体的に議論いただきたい。 

 

各府省からの第２次回答 

地域の実情に応じて生じているニーズにきめ細かく個別に対応するという地域型保育事業の性格や、これまで

の事務の簡素化の状況を踏まえつつ、更なる負担軽減の必要性、方策等について検討する。 

通番１
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令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣府、厚生労働省 第２次回答 

 

管理番号 276 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

地域型保育事業の確認の効力の制限の廃止 

 

提案団体 

指定都市市長会 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

地域型保育事業の確認の効力について、特定教育・保育施設型と同様、施設の所在市町村が確認を行うことで

無条件で全国に効力を有するよう措置をされたい。 

 

具体的な支障事例 

子ども・子育て支援法においては、児童が居住市町村外の地域型保育事業（小規模保育事業、家庭的保育事

業、事業所内保育事業など）を利用するには、居住地の市町村が、事前に施設の所在市町村の同意を得たうえ

で、当該施設要件等の確認（法第 43 条）を行う必要がある。 

しかしながら、実際の利用決定は、それぞれの市町村の利用調整の担当者の間で調整し決定しており、利用の

決定後、利用開始前までの間に、上記の同意や確認を行う必要があるが、利用決定を追認する形となり、形骸

化している。 

本市及びその周辺の市町村においては、各市町村の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域

型保育事業についても、居住する市町村の区域外での利用も行われていることから、同意や確認については事

務的に煩雑であり、事業者や市町村の負担となっている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

形骸化している市町村間の同意や確認についての事務負担を軽減することができる。また、施設にとって、手続

きの簡素化を図り、利便性の向上が見込まれる。 

なお、地域型保育事業の広域利用の手続きは、教育・保育施設と同様に、居住地の市町村と施設所在の市町

村間で行うものであるため、支給認定漏れや給付漏れといった新たな支障は生じないものと考える。 

 

根拠法令等 

子ども・子育て支援法 31 条、43 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、大阪市、池田市、南あわじ市、広島市、松山市、熊本市 

 

○同意や確認については事務的に煩雑であり、事業者や市町村の負担となっている。 

○当市及びその周辺の市町にでは、各市町の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域型保育

事業についても、居住する市町の区域外での利用が一般的に行われている。現行では、地域型保育事業の確

認の効力が確認を行う市町村の区域に限定されていることから、広域的な利用を行う場合には、他自治体との

通番１
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同意を得る必要がある。当市は事業者の事務負担の軽減が議会質問等様々な機会を通じて、要望されており、

通知による簡便な方法を実施しているが、各市町と調整の上、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申

請書類を各市町と受送付する事務等が発生し、市町間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）

が事務負担となっている。先般、子ども・子育て支援法の改正があり、「特定子ども・子育て支援施設等の確認」

が追加されたが、これに関して他自治体の同意の必要性が無く理解に苦しんでいる。 

○当市において、現在まで、地域型保育事業の広域利用はないものの、発生した場合の事務負担に鑑み必要

と考える。 

○事業所内保育事業について、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請書類を各市町村へ送付する

事務等が発生し、市町村間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が煩雑である。 

○地域型保育事業に係る確認については、いわゆる「みなし確認」等により手続きが簡略化されているものの、

当市においても一定数の件数が発生しており、また事業所への説明や書類提出を促す作業量も含めた場合に

は事務負担の増加につながっている。特定教育保育施設と特定地域型保育事業における確認の性質が異なる

ことは理解しているが、確認の効力が全国に及ぶこととなった場合には事務の効率化に寄与するものと考える。 

○特定教育・保育施設と特定地域型保育事業で確認の効力の範囲に差を設ける必要性があると感じたことが

なく、事務負担の軽減の観点から見直しをお願いしたい。 

○当市においては、当市居住児童の利用が想定される近隣市町村との間で、確認に当たり必要とされる同意を

不要とする旨の同意に関する協定を結んでいる。それでも当該施設の確認に関する手続きは必要であることか

ら、当該制度改正により、当市及び施設の事務負担軽減に資するものと考える。 

○当市においても広域的な利用を行う場合、同意書を取得しており、事務負担となっている。 

 

各府省からの第１次回答 

地域型保育事業は、本来、都市部や離島・へき地など、それぞれの地域の実情に応じて生じているニーズにき

め細かく個別に対応する性格のものであり、広域的な利用を念頭に置いていないことから、地域型保育事業者

の確認に係る効力については、当該確認をする市町村長がその長である市町村の区域に住所を有する者に限

られている。これにより、事業所の所在地市町村の域外の住民が利用する場合に、市町村の調整等が行われ

ることが制度的に担保されている。 

ご提案については、このような地域型保育事業の本来の趣旨を十分に踏まえて、慎重に検討すべきと考えてい

る。 

なお、本規定に基づき必要な手続については、「子ども・子育て支援新制度における事業所内保育事業所の運

用上の取扱いについて」等により、従来から事務の簡素化を図ってきたところである。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

市町村における利用調整においては、従来から地域型保育事業に限らず、それぞれの地域の実情に応じて生

じているニーズにきめ細かく個別に対応しているところである。 

そのうえで、広域利用の希望が発生した場合は、児童福祉法第 56 条の６第１項に基づき、保育の利用等が適

切に行われるように、当該市町村間において相互に連絡及び調整を図っているところである。 

児童福祉法第 24 条において、市町村は、当該市町村内に居住し保育を必要とする子どもに対して保育を提供

する義務を負っているため、他市町村に居住する子どもの利用に関する優先度については、その地域の待機児

童の発生状況や保育施設の利用状況を踏まえた取扱いをする必要がある。そのため、当該保護者の保育の必

要度も踏まえたうえで、他市町村の子どもの利用をお断りするケースは、現在の保育所の広域利用においても

発生している。 

こうした中で、保護者が他市町村の地域型保育事業を希望した場合に、「地域の実情に応じて利用をお断りする

こと」は、「確認」、「同意」によらずとも可能であること、また、特定教育・保育施設においても、地域の実情に応じ

て広域利用の調整を行うことができていることから、地域型保育事業について、特定教育・保育施設と同様、全

国に効力を有することとしても、何ら支障は生じないと考える。 

また、簡素化規定については、なおも、協議書の作成や公示、都道府県への届出、事業者における確認申請な

どが必要となっており、市町村・事業者にとって負担が生じるものとなっている。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

【松山市】 

従来から事務の簡素化を図られた経緯はあるが、広域的な利用を念頭に置いていなかったことから実態とかい

離したのであり、現場では広域の利用調整が行われている実態がある。「特定子ども・子育て支援施設等の確
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認」については、より地域の実情に応じて生じている状況だが、確認の効力が全国に及んでいる。 

教育・保育の無償化による莫大な事務負担も抱え、より現場に沿った運用となるべく「特定子ども・子育て支援施

設等の確認」と同様の措置を求める。 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○現状でも、地域型保育事業者に対する事業者所在市町村以外の市町村が行う「確認」（その前段の「同意」を

含む。以下同じ。）が行われる前に、市町村間の調整は利用調整の過程で十分行われているところである。その

上で当該「確認」事務を廃止した場合に生じる具体的な支障があればお示しいただきたい。支障がないのであれ

ば、廃止に向けた検討をするべきではないか。 

○子ども・子育て会議において、地域型保育事業者に対する事業者所在市町村以外の市町村が行う「確認」を

廃止することについて、早期に具体的に議論いただきたい。 

 

各府省からの第２次回答 

地域の実情に応じて生じているニーズにきめ細かく個別に対応するという地域型保育事業の性格や、これまで

の事務の簡素化の状況を踏まえつつ、更なる負担軽減の必要性、方策等について検討する。 

通番１
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令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

内閣府、厚生労働省 第２次回答 

管理番号 300 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

提案事項（事項名） 

里帰り出産時等における一時預かり事業の対応の明確化について 

提案団体 

鳥取県、日本創生のための将来世代応援知事同盟 

制度の所管･関係府省 

内閣府、厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

一時預かり事業の利用対象児童について、里帰り出産時等など、居住地の保育所に入所・在籍している乳幼児

を居住地外の保育所等でも受け入れ可能かどうか明確にするとともに、受け入れた場合の補助金の全国統一

単価の創設や施設型給付の取り扱いの明確化を求める。 

具体的な支障事例 

里帰り出産等で里帰り先に帰った保護者は、自治体による児童福祉法の解釈によって、居住地の保育所等を退

所（園）しなければ、一時預かり事業を利用することができない場合がある。仮に退所した場合、里帰り出産後に

居住地の保育所等に再度入所できるとは限らず、利用者は退所（園）に踏み切ることができない。 

また、自治体の判断によって、居住地の保育所等を退所（園）せずとも一時預かり事業の対象とすることができ

るものの、一時預かり事業に係る広域利用の場合の補助金や入退所に伴う施設型給付の取り扱いについては

不明瞭である。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

居住地の保育所等に入所・在籍している乳幼児が居住地外で一時預かりが可能かどうか、また居住地の保育

所等の入退所の取り扱いが明確となることで、法の解釈で今まで実施していなかった自治体でも一時預かり事

業を実施することができるとともに、自治体間調整が不要となり事務負担が軽減されることで広域利用が進むこ

とから、産前産後の身体的な負担を軽減し、産み育てやすい環境が整備され、子育てしやすい社会の実現に貢

献することとなる。 

根拠法令等 

児童福祉法第 34 条の 12、児童福祉法施行規則第 36 条の 35 第１号 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

旭川市、荒川区、川崎市、南あわじ市、米子市、山陽小野田市 

○当市でも、里帰り出産をする際の一時預かり事業に対する扱いが利用者の居住地と異なるために、案内や調

整に苦慮するケースがあるため、明確化を求める。

○当該事項については取扱いが不明瞭で自治体によって対応が異なるため、対応の明確化が必要である。

○当団体においても同様の実態があり、保護者の不利益になることが生じる場合もある。制度の明確化が必要

と考える。

通番２
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○当市においては、在籍児童でない場合だけ、里帰り出産での一時預かりを受け入れしてる。（同一児童に二

重給付と考えるため）提案自治体の制度の効果に賛同できると考えるため、明確化されることを要望する。 

 

各府省からの第１次回答 

一時預かり事業については、子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）に基づく、地域子ども・子育て支

援事業として、市町村が地域の実情を踏まえて実施しており、当該市町村の子どもが対象となることが原則。 

一方、事業実施に係る要件等は、「一時預かり事業の実施について（平成 27 年７月 17 日）」（以下、「実施要

綱」という。）において全国統一的に定められているが、実施要綱上の対象児童は、「主として保育所、幼稚園、

認定こども園等に通っていない、又は在籍していない乳幼児」としており、ご指摘の里帰り出産の場合でも、地域

の実情に応じて対象とすることは可能である。 

なお、里帰り出産のために保育園を退園した後、当初利用していた園に戻れるかについては、他の利用者の申

し込みの状況や園の定員等により左右されることとなるが、市町村の判断で、当初利用していた園に優先的に

利用調整していただくことは可能な取扱いとなっている。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

地域の実情に応じて対象とすることは可能という回答ではあるものの、自治体間で取扱いに差があることは保

護者にとって不平等であり、また自治体においては案内や調整等で苦慮するケースがあることから、明確化を求

めているものである。 

加えて、待機児童が平成 30 年 10 月１日時点で全国約 47,000 人いる中、里帰り出産により一度退園した場合

は入所保留の児童が入園することとなり、退園した園へ戻れる保証があるとは言えないため、再度御検討・回答

をいただきたい。 

併せて、受け入れた場合の補助金の全国統一単価の創設や施設型給付の取扱いの明確化を求めていることに

ついても、回答をいただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

【米子市】 

引き続き、在籍児童が一時預かりを利用した際の「入退所に伴う施設型給付費及び補助金の取り扱い」につい

て、全国統一の制度の明確化を求める。 

地域の実情に応じ市町村判断で預かりや退所、優先利用調整による再入所を行う現状のままでは公費の二重

投入が起こりうる。これを防ぐためには現制度下では「在籍児童は里帰り先の預かりは不可」と画一的に取り扱

うしかなく、保護者の不利益となる。 

一次回答では「当初の園に戻る際の優先的な利用調整は可能」とされたことで、前述の場合も児童がいったん

退所することで公費の二重投入及び保護者の不利益を回避できるともとれるが、在籍施設は児童の退所と同時

に給付を受けられなくなり、対象児童が再入所するまで収入減となる。現状の給付制度のままでは収入減を防

ぐためには新たに児童を入所させるしかなく、対象児童の再入所は職員体制等から確約できない場合がある。

施設が不利益を被ることになるため、対応が必要。 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

一時預かり事業については、地方の事業実施に支障が生じないようにするとともに、自治体の事務量が過大と

ならないよう留意しながら、自由度の高い交付金とすること。 

なお、所管省の回答で里帰り出産の場合でも一時預かり事業が利用可能であるとなっているが、各自治体に対

して十分な周知を行うことが必要である。 

【全国市長会】 

提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

なお、提案内容が現行制度下において対応可能であるならば、十分な周知を行うこと。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

里帰り出産の時に、通園していた保育所等を退所しなくとも一時預かり事業が利用可能であること、その際には

交付金の対象となること等について、明確化する内容や周知の方法及びスケジュールを２次ヒアリングまでにお

示しいただきたい。 
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各府省からの第２次回答 

保育所入所児童であっても、保護者や児童が抱える個別の事情を考慮し、一時預かりの利用が適当であると市

町村が判断した場合は、保育所等に在籍しながら一時預かりを利用することが可能である。この旨周知してまい

りたい。 

里帰り出産等により保育所を退所した児童の再入所における保育所等の利用調整については、児童福祉法に

基づき、市町村が責任を持って判断すべきものであり、その FAQ をお示ししているところであるが、改めて事務

連絡等で周知してまいりたい。 

(参考)子ども・子育て支援新制度自治体向け FAQ  

② 母親の里帰り出産等による帰省中に当初の施設・事業所と異なる施設・事業所を利用する場合 

② 里帰り出産先等において他の特定教育・保育施設等を「利用」する場合で、当初の特定教育保育施設等を

退所（園）しているのであれば当該他の特定教育保育施設等について広域利用（又は転園）として給付費及び

利用者負担が発生します。なお、この保育利用者が転園後に帰省先から戻った場合は、市町村の判断で、当初

利用していた特定教育・保育施設に優先的に利用調整していただくことも可能です。また、当初の特定教育保育

施設等を何らかの理由で退所（園）していない場合は二重在籍はできませんので、一時預かり事業等での対応

となることが想定され、その利用料が別途発生します。 

一時預かりの補助金については、里帰り先の自治体が補助金の請求や、実施主体になることが可能であること

等をお示しする。 
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